	表題：第１４回DSC勉強会

	日時：

2008/10/01　16:30～18:00
	場所：

慶応義塾大学三田キャンパス西校舎501教室
	記録：egawa
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	１．事務局連絡 石戸

開会挨拶

２．各部部会からの報告

２−１．システム部会　パナソニック　窪田様

・報告/標準システムガイドライン公開
まずは会員様向けに9月30日から「標準システムガイドライン」を見て確認して頂き、その後一般公開を予定。今後の部会活動をどうするかメンバーで話合いを持ち、以下の内容での取組み優先順位を個別部会で検討。
1
○○型サイネージ等の分類化
2
ＤＳ「成功事例」の調査を進め、リファレンスモデルの構築
3
海外でのＤＳ成功事例
4
ＤＳ「双方向」モデルを、ケータイやＩＣチップ入りポスターで研究
5
ＤＳ未来モデルの提言
6
ＤＳタウンでの実証実験
7
「ＴＶとモニターの違い」等ＤＳ用語の機能と定義
8
Ｐ２Ｐの事例研究
9
次期標準システムガイドラインに何を乗せてゆくか
10
バイヤーズガイドの作成
11
ハード設置ガイドの作成
次回のシステム部会は10月2日を予定しており、順次進捗内容を報告予定。

２−２．指標部会　寒山　川村様

・なぜ指標がいるのか？
　ＤＳとしてのメディア面が増加してくると同時に、サイネージの「価値」を規定する部分が未確定である。新たな価値を顕在化させるガイドラインを作成。価値を容易に表せる広告取引指標としての定義づけを目標。喧々諤々同部会にて検討をしてきたにガイドラインは、早々アップ予定。サイネージには大小様々なものがあり、グループ分けから開始。
１．交通、２．流通・チェーンストアー、３．特定施設、４．小売店舗、５．ロードサイド　といった各ジャンルでの「ケース」を沢山集める為に、ヒヤリングを実施予定。
※特定施設とは、スポーツ施設など、その他挙げられているカテゴリ以外での人の滞留のある施設のことを指す。
２－３ プロダクション部会

· 10月14日からの同部会キックオフ案内を送付済み。参加方法はエクセルファイルに記入後、江口さんに返信。口頭で入会意思表明者はそれだけでOKです。

２－４．ロケーション部会　

　　・DSCにロケーション関係会社様が少ない状況がある。鉄道事業者、大手デペロッパー、大手流通事業者様への勧誘を開始。小田急様は加入済み。媒体社様にも加入していただきたく。

日本アドバタイザーズ主協会様から連絡があり、趣旨は、様々な問合せが増加しており、一緒に対応いたしたく。相互でのプレゼン実施等コラボレーションの実現目指す。

３－１．ゲストプレゼンテーション

株式会社NEXX　由利様
「台湾DigitalSignage製造メーカーからの視点と最近の標準化活動」
元エイサー日本代表の経験から、様々な共同開発を実施。PMP、STB等から店頭ポップに移行。EmbeddedPlayer （埋込型プレイヤー）1000台の端末を１サーバから同時稼動実現。台湾側グループとのビジネスパートナー連携。リソース共有、在庫分割、日本オフィス機能を兼ねる。「KFSの研究」技術革新：Embedded型の使い勝手にかかわる機能向上、Embedded型とPC型とのトランスコード方式による連携を研究。特殊高機能ディスプレイLCD、1.7mm、にて5枚ディスプレイの組み合わせも可能。
デジタルサイネージとしては、空港（チエックインカウンター）、運輸の現場から（1000個単位）の問い合わせ増加だが、未だ制約率は低い。LCDが08年から09年100％延びる可能性大。北米の屋外広告市場は2006年$1Billionから2011年には$2.6Billion（広告市場全体の1.6％）予想。米国では既に90万箇所でDSが稼動中であり、設置に適した場所が390万か所あるとされる。

IPOレースでは中国企業がリードしており、FocusMedia（売上＄390M/時価総額＄5.3Billon）、07年6月上場AirMedia（売上＄27M/時価総額＄1.5.B）、07年12月VisionChaina（売上＄19M/時価総額＄157M）がNYナスダックに上場済み。

DSは、ハードウエア、ディスプレイ、ソフトウエア、プロジェクトデザイン、ネットワークオペレーター、コンテンツ、コネクティビリティ等が協同で提案してゆく業界。

現在の問題点は「異なるネットワーク」をまたがるキャンペーンができない点。大規模ネットワークモデルにて、サーバ、メディアプレイヤー、ソフトウエア/プロトコルが独自仕様である点。サプライチエーンが非効率である点。単一ベンダーに頼り切るリスクがある点。乗り越えるべきシャズム（溝）がアーリーアダプターとアーリーマジョリティー間にある。ゆえに危機と機会が同居している現状である。
DS業界においては「標準化」が最もインパクトがあると考えられる。つまりＤＳ標準と標準用語の確立が最重要。大きな技術的前進はオープンプロセスにより成熟する。ＯｐｅｎＰＣ、ＯｐｅｎＷｅｂにおいての標準化で、ユーザアクセプタンスが拡大し市場が離陸した。
デジタルサイネージエキスポ2008（2月）ににおいて、業界リーダー会合で標準化の為のイニシアティブが開始＝ＰＯＰＡＩ(Point of purchase Advertising International)。メンバーはコカコーラ、ペプシ、マクドナルド、P&G、ロレアル、DSソフト最大手のScala、シスコ、サムスン、LG、PRN、クリアーチャンネル、JCドゥコー、IAdea（NEXX台湾側ビジネスグループ）

サーバ間コミュニケーションスタンダード、インターオペラビリティスタンダードが進み、「オープンデジタルサイネージ化」が推進されてゆく。
３－２．JASRAC　送信部　小島様
「デジタルサイネージにおける音楽著作権処理に関する考え方」

先日デジタルハリウッド大学にてセカンドライフでの権利処理についても説明をした。

JASRAC設立の経緯と活動について説明。

主な管理対象の変遷について

　～2000年　アナログ期：キャバレーなどの生演奏からカラオケ、通信カラオケの出現

　2000年～　デジタル期：インタラクティブ配信、着メロ、着うた、PODCAST、IPTV

　※1992年には私的録音録画補償金制度ができた。

徴収料の変遷について

　徴収料は2004年～5年がピーク（92億円）であり、着メロ事業の成功が大きかったが、その後縮小し、徴収額全体も減少している。しかし、近年はiTunesなどのインターネット配信が伸びており、持ち直している。

　着メロ市場は2004年には1000億円規模だったが、2008年には100億円にまで減少している。

着メロの成功について

　事業者側にとっては権利許諾をJASRACの手続きのみで済ませられ、あとはカラオケで培ったノウハウを活かしてできるビジネスであったこと、認証、課金システムが携帯ネットワークの普及によってできたこと。

　ユーザーにとっては割安かつ操作が簡単であったこと。

　著作権処理においては、複合的権利に対して料率設定が簡単であること、ネットワーク上での処理ができたこと。

　以上の理由により市場が急成長した。

新しいコンテンツ配信ビジネス

　着うた、IPマルチキャスト、PODCAST、VOD、SNS、動画共有サイト、セカンドライフなど様々出てきているが、「ロングテール」で成功した事例は今のところない。JASRACでログ解析をしたところ、まったくユーザーがアクセスしないコンテンツが多数あり、売り上げにつながっていない。

インターネットCMの権利処理

　基本的には「広告主が」放送と同じように使用料を払う。

屋外広告の権利処理

　街頭放送、屋外ビジョン、コンビニ、交通などさまざまあり、媒体者が取りまとめて権利処理するかどうかはバラバラ。広告主がやることもあれば、運営者がやることもある。

デジタルサイネージにおける「権利」

　公衆送信権（アップロード）、複製権（蓄積）、演奏権（端末）が考えられる。

　しかし、バラバラに処理するのでは価値の増大にはつながらず、JASRACとしては包括的なルール設定について話し合う用意がある。

　JASRACの許諾の原則は「メディア毎」「包括契約」「集約」である。

次回は11月12日（水）16:30～勉強会を行います。18:00～は懇親会もありますので皆様ご参加ください。

以上


